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持
続
化
給
付
金
・
家
賃
支
援
給
付
金

「
持
続
化
給
付
金
」
「
家
賃
支
援
給
付
金
」
の
申
請
は
令

和
３
年
１
月
１
５
日
ま
で
で
す
。

家
賃
支
援
給
付
金
（
農
家
）
振
込
ま
れ
る

１
２
月
初
旬
に
松
崎
会
長
は
家
賃
支
援
給
付
金

（
農
家
）
の
申
請
を
行
い
１
０
日
程
で
給
付
金
が

振
込
ま
れ
た
と
連
絡
が
あ
り
ま
し
た
。

事
務
局
と
相
談
し
な
が
ら
一
緒
に
申
請
し
た
会

員
さ
ん
も
不
備
メ
ー
ル
を
乗
り
越
え
て
給
付
金
が

振
込
ま
れ
た
と
連
絡
が
あ
り
ま
し
た
。

ま
た
、
民
商
会
員
の
紹
介
で
、
農
家
の
方
が
入

会
と
な
り
ま
し
た
。
持
続
化
給
付
金
（
松
崎
会
長

が
相
談
）
・
家
賃
支
援
給
付
金
の
申
請
（
事
務
局

に
相
談
）
を
申
請
中
で
す
。
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会
長

松
崎
良
継

Ｇ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
ト
ラ
ベ
ル
旅
行
代
金
全
額
が
課
税
仕
入
れ

出
張
で
Ｇ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
ト
ラ
ベ
ル
を
利
用
し
た
場
合
、
Ｇ
Ｏ
Ｔ

Ｏ
ト
ラ
ベ
ル
対
象
旅
行
代
金
は
課
税
仕
入
と
な
り
ま
す
。

ト
ラ
ベ
ル
対
象
旅
行
代
金
１
１
，
０
０
０
円
（
税
込
）
の

場
合
、
割
引
３
，
８
５
０
円
、
現
金
７
，
１
５
０
円
と
な
る

と
な
る
と
、
仕
分
け
は
左
記
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

年
末
調
整
・
納
付
等
に
つ
い
て

源
泉
徴
収
し
た
所
得
税
及
び
復
興
特
別
所
得
税
の
納
付
は

１
月
２
０
日
ま
で
（
納
期
特
例
の
場
合
）
で
す
。

法
定
調
書
・
給
与
支
払
報
告
書
等
は
１
月
３
１
日
ま
で
に
、

管
轄
の
税
務
署
、
市
町
村
に
提
出
を
し
ま
し
ょ
う
。

仕分 1（GOTOトラベル旅行代金）
旅費交通費 11,000 現金 11,000
仕分 2
旅費交通費 11,000 現金 7,150

雑収入 3,850
（不課税）

Ｇ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
ト
ラ
ベ
ル
で
発
行
さ
れ
る
地
域
共
通
ク
ー
ポ
ン

利
用
（
会
社
の
出
張
の
際
に
て
み
や
げ
と
し
て
）
も
課
税
仕

入
れ
で
、
右
記
の
よ
う
な
仕
分
け
と
な
り
ま
す
。

仕分 1
接待交際費 2,000 現金 2,000
仕分 2
接待交際費 2,000 現金 1,000

雑収入 1,000
（不課税）

1,000円分地域共通クーポン利用の場合

労働保険事務組合よりお知らせ

令和３年１月１日以降、従業員の方が自営業

を営んでいる場合等（※１）であっても、労働

条件が雇用保険の適用要件（※２）を満たして

いる場合は、従業員としての収入と自営業等に

よる収入のどちらが多いかに関わりなく、雇用

保険被保険者資格取得届の提出が

必要になります。

（※１）自営業を営む場合のほか、他の事業主の下

で委任関係に基づきその事務を処理する場合（雇用

関係にない法人の役員等である場合）を含みます。

（※２）１週間の所定労働時間が２０時間以上であ

り、かつ、３１日以上の雇用の見込みがあること。


